
学習院大学経済学部湯沢ゼミナール
公開講演会・ワークショップ

パートⅠ　環境の変化と必要とされる人材…石橋　誉

パートⅡ　実践プログラムとその分析………田中良憲

2005年10月22日に，経済学会からの支援を受けて，湯沢ゼミ主催の講演会およびワークシ
ョップが行なわれた。二人の講師はいずれも湯沢ゼミの卒業生で，現在コンサルタントをされ
ている。卒業生の視点に立って，社会や経済環境の変化の中で，学生諸君が就職活動をすると
きの心構え，就活の意義などを講演してもらい，さらに実際に参加学生諸君による，自己分析，
仕事研究などを行った。本論文は，当日のこれらの講演およびワークショップの分析をまとめ
たものである。論文の構成は，講演の部分をパートⅠとし，ワークショップの部分をパートⅡ
としている。（湯沢）
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パートⅠ 環境の変化と必要とされる人材―卒業生からの提言

石橋　誉（ＮＴＴデータ経営研究所・チーフコンサルタント）

Ⅰ．はじめに
Ⅱ．学生が企業から必要とされる能力と課題
Ⅲ．学生が職業生活の移行において必要とされる能力と課題
Ⅳ．英国における大学生の就職状況―日本との違い
Ⅴ．卒業生が現役生に果たす役割とは何か
Ⅵ．おわりに

Ⅰ．はじめに
200万人とも400万人を超えるともいわれるフリーター，高い若年の失業率は現在の日本に

おける大きな社会問題である。政府は若年の就業機会の喪失が，若年の就業能力の獲得と賃金
上昇の機会を奪うことにより，消費低迷，年金財政の逼迫ひいては産業の競争力の低下を招く
との危機感から内閣府，文部科学省，経済産業省，厚生労働省の4府省連携のアクションプラ
ンである「若年・自立挑戦プラン」を打ち出し，若年無業者の増加の抑制，無業者の労働市場
への移行を試みている。また，若年の生きる力，考える力の低下を指摘する産業界からの声も
近年では高く，内閣府では「人間力戦略会議」，文部科学省では「キャリア教育実践プロジェ
クト」といった取り組みも行われている。
筆者も「若年・自立挑戦プラン」の中心施策である，民間企業を活用した若年向けワンスト
ップキャリアセンター（通称：ジョブカフェ）の企画・運営に携わり，若年の問題についてこ
の2年間向き合う機会を得ることが出来た。
一方，母校の状況に目を向けると，日本の失われた10年とともに長引く就職氷河期のもと
で，不本意な就職結果に終わる学生や自主性を発揮すべき授業において参画意識の低下といっ
た現象が起こっていることを湯沢威経済学部教授から伺っている。
この状況を憂慮する卒業生においては，変容しつつある学生，ゼミの活動において貢献出来
ることが何か無いだろうか，という議論が盛んに取り交わされるようになっていた。議論の中
からは，組織としてのゼミ活動の活性化は，個人の活性化にもとづくものであり，目的意識や
気付きを個人に喚起する場を，提供することが必要であるとの考えを持つに至り，卒業生有志
を中心とした現役生支援の活動を3年前より取り組み始めるようになった。
今年度においても，社会人の目から見て必要とされる能力やマインドセット，社会の実態に
ついて現役生が気付く場を設けることを主眼に，卒業生から現役生への講演及びワークショッ
プの実施を図っている。
ここでは，現役生に行った講演の内容にもとづいて，学生の変化と課題，その中で卒業生が
支援出来ることを含めた職業生活への移行支援の方向性を論じたい。

Ⅱ．学生が企業から必要とされる能力と課題
大卒フリーターの増加や早期離職してしまう若年の増加は，厳しい競争環境にさらされ，採
用戦略を変更する企業とともに，大学進学者の割合の増加，学生の価値観及びライフスタイル
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の変化とこれに根ざした就業意識，能力の変化が大きく影響を与えていると言われている。
これまで日本企業は，採用を新卒一括採用といった手段に頼り，年功序列の賃金制度に基づ
く長期的雇用関係の中で，自社にあった人材の開発を行ってきた。だが，この10年の間の厳
しい競争環境下で企業の採用は，新卒を主体とした採用と育成ではなく，ポテンシャルの高い
コア人材を新卒で少数採用する一方，経理などの事務スタッフにおいては派遣社員の活用，専
門的技能や即戦力を求める人材においては，通年の中途採用で充足するといった人材ポートフ
ォリオに基づいた多様性のある人材採用戦略にシフトしつつある。
採用した新卒学生も，OJTやジョブローテーションでじっくり育てるといった形ではなく，

中途採用と同じく即戦力志向を高めている。職種別採用に踏み切る企業は即戦力志向が背景に
あるといってもいいだろう。
果たして企業はどのような能力を求めているのだろうか。経団連の2003年の調査（図1）に

よれば，企業が採用時点において学生に求めるものは　1位：コミュニケーション能力
（68.3%），2位：チャレンジ精神（58.0%），3位：主体性（45.7%）となっている。

また，文部科学省の調査（図 2）によれば，企業が採用時点において学生に求めるものは
1位：行動力・実行力（69.8%），2位：熱意・意欲（67.4%），3位：論理的思考力（42.6%）と
なっている。両者の調査に共通して言えることは，企業は，即戦力志向とはいえ知識やスキル
より，思考・行動特性に優れた人間力のある人材を求めているといえるだろう。
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図１　企業が採用において重視するもの�

68.3%

58.0%

45.7%
41.5%

37.9%37.8%
32.2%

28.2%
24.5%

18.0%16.4% 16.4%15.7%

8.8% 7.6% 6.4% 5.7%
2.7% 2.5% 1.5% 1.2%

5.1%

そ
の
他�

大
学
／
所
属
ゼ
ミ�

保
有
資
格�

ク
ラ
ブ
活
動
／
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動�

倫
理
観�

感
受
性�

語
学
力�

学
業
成
績�

一
般
常
識�

信
頼
性�

職
業
観
／
就
業
意
識�

専
門
性�

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ�

論
理
性�

創
造
性�

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル�

責
任
感�

誠
実
性�

協
調
性�

主
体
性�

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神�

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力�

80%�

70%�

60%�

50%�

40%�

30%�

20%�

10%�

0%

資料出所：経団連　2003年度・新卒者採用に関するアンケート調査�



図3は，筆者が考える企業が求める社会人基礎力の能力体系のフレームを示したものである。
心の知能指数と呼ばれるEQ（感情知性）を土台として，思考力・行動力，知識・スキルで成
り立つものである。底辺になればなるほどその能力の測定は，主観的かつ困難となり，能力の
獲得にも時間がかかる。

こうした企業が必要とする能力を，学生はどのように考えているのであろうか。2002年の
早稲田大学が 1年生を対象としたアンケート（図 4）によれば，1位：学術的な専門知識，2

位：語学，3位：コミュニケーション能力となっている。
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図２　企業が採用において重視するもの�
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資料出所：文部科学省　2003
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学生は，コミュニケーション能力の必要性は理解しているものの，専門知識やスキルを重視
している点で，企業とはその認識にギャップがあると言えるだろう。
また，企業，学生が共通して重要だとして挙げているコミュニケーション能力のとらえ方自
体にも，大きな隔たりがあると考えられる。電子メールや携帯電話の普及により，コミュニケ
ーションの頻度は活発であり，コミュニケーションが不得手であると自覚している学生は，日
常においては少ない。だが，現在の学生は遠隔のコミュニケーション手段の利用頻度こそ多い
ものの，やり取りをしている相手は数人の限定された友人である。文部科学省の調査によれば，
自発的な部活動，サークルに所属する学生も減少傾向にあるとの結果が出ている。
こうしたことから，異なる価値観を持つ人間や世代の違う人間との対面でコミュニケーショ
ンをする力は，全体的に低下傾向にあると言えるだろう。また，インターネットや携帯などの
ITメディアからの情報収集がメインとなり，本や新聞などの活字離れが進んだ結果として，
文章表現力が落ちているとの指摘もある。
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図４　将来の進路のために必要とされる能力（２つまで選択）�
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その上では，企業が求めるコミュニケーション力と学生が考えているコミュニケーションの
違いを認識してもらうと同時に，その能力の涵養が重要である。
実際に，企業から見ると企業が求める能力を学生が持てていない，昔に比べ能力が下がって
いると訴える企業も増加している。大阪工業会の平成14年度の調査によれば，新入社員等の
技能・技術に関わる基礎知識が不十分とする企業は6割を占め，10年前に比べ「文章表現力」，
「論理的思考力」，「コミュニケーション力」等の能力の低下を指摘する企業が多くなっている。
ゆとり教育による学力低下の低下が指摘されているが，学校教育とりわけ大学ではその対象
ではない人間力的な部分に対する社会のニーズと学生の能力のミスマッチが，職業生活への移
行を妨げている要因となっているともいえよう。

Ⅲ．学生が職業生活の移行において必要とされる能力と課題
企業が要請される基礎能力を持つとともに，職業生活に移行する上で必要な能力が就職決定
力とも言えるものである。
筆者は，知識・技能と人柄によるエンプロイアビリティを基本として，就活スキルと自己効
力感の相乗により発揮されるのが，就職決定力と定義している。（図6）基本的な人間力とも
言えるエンプロイアビリティ，その力を発揮しうる自分に適切な企業を見つけ，アピールする
ための就活スキル。行動意欲と自信を支える自己効力感といったものである。
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図５　コミュニケーション能力の分解�
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この中でも，筆者は自己効力感が就職活動においては，最も重要な要素であると考えている。
自己効力感が低いと，自分本来のエンプロイアビリティや就活スキルを発揮出来ずに，就職活
動のパフォーマンスは下がる。だが，現在の学生は，就職や社会に出ることに対して不安を一
様に持ち，自己効力感が低くなっている学生が少なくない。実際に，現役生のゼミ生に就職に
対して期待と不安ではどちらの気持ちか，という問いかけには，全員が不安と回答しているの
が実情である。
それでは，どうして自己効力感が低くなってしまうのであろうか。筆者は，学生自身の内的
な要因と就職に際しての企業や社会の変化といった外的な要因が相互に影響していると考えて
いる。

IPUコーポレーションの2001年の調査（図7）によれば，就職活動において，志望動機書を
作成する，自己PRを作成する，自己理解の方法や手順，自分の弱み・強みを知ると言った点
に苦労していると学生は答えている。これは，一見就活スキルの問題の様に見えるが，自分自
身を理解することが出来ていないことから，自己表現の内容について自信を持てないままに，
就職活動を行っている学生の姿が浮かび上がってくる。

就職活動は，自分探しであるとは昔から言われている。ではなぜ今になって自己の認識に不
安を抱える学生が増えているのであろうか。
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その理由は学生サイドと企業サイドの変化に分けて考えることが出来る。
まず，学生サイドの変化について考察してみる。第一に，時間消費型ビジネスの台頭である。

24時間放送しているTV，インターネット，TVゲーム，携帯電話といったツールの登場は生活
の利便性を向上させた反面，一人で考える時間，自己と対峙する時間を奪ってしまっていると
考えられる。
第二は，部活等の友人以外の共同体生活の時間の減少である。異なる価値観，タイプ，年齢
の異なる人間同士の密な交流が減少したことにより，他人から見た自分を発見する機会，良き
につけ悪しきにつけモデルとなる人間を見いだす機会が持ちづらくなっている。大学のサーク
ル等も同世代集団のみの交流の場になり，古いOBとの交流機会が減少しているとの調査結果
もあり，上下のインタラクションスキルを獲得する機会も減少している。
第三が，情報伝達手段の変化である。インターネットや携帯電話の普及により，情報を得る
手段が電子メディアにシフトしたことにより，紙媒体を見る割合が減少している。紙媒体から
の情報の取得は，ページを括るとともに自分の理解や感情のペースに合わせての情報入手する
メディアであることで，学習の強化において意味がある。
また，文学作品などを読むことは，自己の状態を表現するシーン，言葉を見つけ出す機会を
多く持つことにも繋がる。DVDなどの映画などからの情報においては，そうした機会は紙媒
体より得づらい。加えて，携帯電話やメールで要件だけを相手に伝えることが主流となり，手
紙のような正確な文章を書く機会は激減していると考えられる。日本語は本来論理的な構造で
はなく，話し言葉はさらに論理的ではない。
文章を書くことで，論理的な思考力を身に付けていくことが出来るのであるが，文章を書く
ことを通して論理的な思考を身につける，文章を書く過程や文章から自己を見いだす機会も減
少しているといえるだろう。
第四が，親の変化である。この10年は，戦前の教育を受けた親の子供から，戦後の民主主
義教育下において教育を受けてきた親の子供と大きく世代交代をした時期にもあたる。自由と
平等を尊重する親の教育方針のもとで，好きなことをしなさいと育ってきている世代である。
だが，何もインプットもないまま自分の頭で考えるだけでは，経験は蓄積されず，好きなこ
とや自分は意外と見つけられないものである。親の価値観の押しつけからの抵抗やリアルな体
験を通して，自己のアイデンティティは形成されてくるものであり，親の変化が自己認識の低
下に与えている影響は非常に大きい。
また，基本的なしつけや社会性を親から身につけないまま大人になった若年が近年増えてき
ていることは，親の変化も大きく影響しているだろう。

以上が現在の学生サイドにおいて自己認識の低下を招いている原因仮説であった。だが，こ
れだけでは学生の不安には繋がらない。学生の時分で十分な自己認識を図れていなかったとす
る学生は，以前も多くいたからである。
そこで，クローズアップされるのが，企業サイドの変化である。
企業は従来とは異なる競争環境下におかれている。秩序だった均一的なオペレーションで競
争優位性を確保出来ていた右肩上がりの景気成長期から，コストだけにとどまらないトータル
な差別化を求められている低成長時代に入り，学生に対しても基本的な学力と協調性から個性
や人間力を求める志向が強くなっている。こうした中で，ユニークなエントリーシートや採用
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方法で個性的な学生を求める企業は多い。だが，こうした企業の変化に対して教育システムは
対応出来ていないのが現状であり，学生自身がそのギャップの間でもがいている。
また，就職メディアを中心に伝えられている“自分らしい仕事探し”“好きを仕事にする”

といった職業選びにあたってのフレーズも学生へのプレッシャーとなっている。自分らしさを
見つけなければ楽しく仕事は出来ないのではないか，といった誤った先入観を持ちながら，自
身を見つけられずに不安にとらわれている学生は少なくない。
また，自己認識が十分に図れないと，現在の就職活動の進め方のシステムでは，学生は就職
活動も進めづらい。なぜならインターネットの就職においては，自分の中で企業を選択する基
準がなければ，インターネット上にある膨大な情報から企業を見つけ就職へのプロセスを進め
ていくことは難しいからだ。
従来の就職活動は，リアルなプッシュ型の情報メディアが主体であった。リクルーター制度
や就職雑誌が一律に送られてくる中で，就職活動は始まった。選択基準が無くても，情報を外
部から与えられる中で，先輩リクルーターや雑誌をめくる中で自分なりの選択基準を自分なり
に形成することが出来たのである。
だが，インターネットは，プル型の情報メディアである。検索の基準がないままに情報を見
ても必要な情報には決してたどり着くことが出来ない。学生が利用するインターネット就職メ
ディアの大手では，企業の掲載件数は6000社を越すという。曖昧な検索基準では，咀嚼不能
な膨大な情報量となってしまう上に，バーチャルな情報のために現実味も乏しく選択基準も形
成出来ない。こうした就職活動の進め方の変化の中で，自己認識が不十分な学生は就職活動の
プロセスを進めることが出来ないことも，不安を助長し自己効力感を下げている要因になって
いることが考えられる。
また，失われた10年における景気後退は，働くことに対する希望を若者に持ちづらくさせ

てしまった。大企業のリストラや左遷，給与カットといった働くことに対する不安を増加させ
るニュースがマスコミから伝えられる中，社会に出ることや働くことに対して前向きなイメー
ジを形成出来なかったことも不安の根底にあるといえる。

Ⅳ．英国における大学生の就職状況―日本との違い
日本においてはこれまで，学校生活から職業生活への移行が円滑に行われていた。だが，近
年15歳から24歳の若年失業率は10％を越え，従来から若年失業率が高かった欧州の状況に等
しくなっている。この欧州の中でも，コアとなる学生が社会的経験を持たず，相対的に早期に
大学生活を終了するという点で，共通性が高いといわれている英国での大学生の職業生活への
移行状況はどうであろうか。
企業が採用に際して重視する視点を見ると，英国企業は，コミュニケーション能力などのソ
フトスキルを日本企業同様に重視しているものの，学部・専攻学科，大学の成績，在学時の実
務・労働経験を重視する割合が英国は日本より高い。（図8）
英国企業が学部・専攻学科や成績を重視する背景としては，ビジネス関連学問を中心に，学
問が実務においても優位性があると企業が捉えていること，習得した学問についても質が担保
されていると捉えていることが挙げられる。
英国においては，教育資格，職業資格が明確に定義されており，職業資格が大学入試資格の
一つとして認められているなど，教育と職務の接続性が高く，資格などの形で要件が明確に定
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義されている。
職業資格制度の中心となっている全国職業資格（NVQ：National Vocational Qualification）は，

1986年の制定以降，全職種の約 90％をカバーし，産業人材開発の指針として位置づけられ，
企業においても採用要件や人材開発の指標として定着している仕組みとなっている。
また，在学時の実務・労働経験を重視する背景としては，新卒のみ経験者を本社で一括採用
して，一定の研修後に配置する日本企業に対して，即戦力の人材採用を旨として経験を持つ中
途採用を本社一括ではなく，部門別に採用することを基本としている英国企業の採用方針の違
いにも起因している。こうした中で，アカデミックな知識を身につけていれば，入社後に対応
出来ると考える企業が少ない。加えて，英国の大学生においては，義務教育終了後に，ストレ
ートに進学するのではなく，ギャップイヤーと呼ばれる社会人経験を経て高校，大学に進学す
る学生が多く存在しており，日本の学生に比べると職業観や職業経験において，大きな違いが
ある。
日本企業においては，大学における学問や資格の優位性を，実務遂行においてあまり感じて
ない企業が多い。その状況は，大手企業が“体育会系”の学生を好んで採用したことや，近年
の即戦力人材を渇望する産業界からの声が高まるとともに，経団連などから，大学教育への要
望が提起されている状況にも顕著に現れている。この要因としては，大学側の問題だけではな
く，これまでの大企業分野においては労働移動が少なく，人的資本形成も企業内のOJTに大き
く依存してきたことや，その結果として求人に際して細かな「職能基準」が求められなかった
ことが大きいだろう。

こうした中で，英国の大学においては，専攻学部と職業選択の関連性が明確であるために，
就職に際しては求人票・情報誌やダイレクトに企業に接して就職を行うケースが多いものの，
大学の就職部が，就業に際して一定の役割を担っている。（図9）
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英国の大学のキャリアサービス部門は，日本でいうところの就職課の位置づけであるが，就
職先企業の斡旋にとどまらず，就業に必要な経験，能力開発のためのサービスを提供している
のが特徴的である。
英国企業は，先にも述べたように採用に際して職務経験を重要視している。そのため，大学
のキャリアサービス部門が，学生にパートタイムの仕事の斡旋を行っている。日本でも最近取
り組まれているインターンシップにあたるものである。だが，日本と異なるところは，日本の
インターンシップの期間が2週間程度と短期にとどまるのに対し，1年の長期の就業プログラ
ムもあり，正規の教育課程に組み込まれている大学も存在している。
また，日本企業と同様に人柄とりわけリーダーシップや協調性などのソフトスキルを英国企
業は重視している。こうした能力は，インターンシップや就業経験の中で育まれていくところ
が大きいが，こうしたインターンシップの機会は全ての学生に与えられているわけではない。
こうした学生のために企業と大学のキャリアセンターが共同で，スキルセッションやビジネス
ゲームを学生に行っている。ビジネスゲームは，企業を舞台にしたロールプレイングとでもい
うべきものである。例えば，人事のマネージャーとして，与えられた情報の中から，人事上の
課題について意志決定するなどのような内容になっている。

Ⅴ．卒業生が現役生に果たす役割とは何か
これまで，学生が職業生活への移行において企業から求められる能力と課題，移行時に必要
な能力と課題を考えてきた。
この課題に対して対処するには，本人はいうまでもなく，社会，学校，家庭と総合的な取り
組みが必要であるが，筆者は大学においては卒業生の活用によって大学生の職業生活への移行
に寄与出来る部分が少なくないと考えている。

■役割１：代理体験（モデル）としての役割

社会的学習理論の提唱者であるバンデューラは，自己効力感（セルフ・エフィカシー）を
「ある状況において必要な行動を効果的に遂行できるという確信」と定義している。
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また，バンデューラは，自己効力感を向上させる方法として，①自己の成功体験，②代理体
験，③言語的説得，④心身状態の4つを挙げているが，②代理体験の役割を卒業生は提供する
と考えられる。
代理体験とはさまざまな社会的モデルを通して，自分にもできそうだという効力予期を形成
するものであり，身近な人間であるほどその効力が高いと言われている。職業生活への移行に
おいて，就職活動を体験した母校の卒業生を紹介していくことは，自分が一番イメージを想起
出来，自分にも就職活動はうまく出来るというイメージを持ち得るモデルを学生に提示するこ
とに他ならない。
体育会等の部活に所属している学生の就職が有利である背景には，縦社会における規律，忍
耐力，協調性を部活動で身につけているだけではなく，先輩やOBの就職活動の様子を早いう
ちから見ることにより，就職活動における代理体験を早期から積んでいることも影響している。
加えて，部活動においては，成功体験も持ちうる可能性がある。
モデルを見つける意味においては，ゼミ活動も有効な場であるが，学年別に授業を分けてい
る点において代理体験を提供する機能を喪失している点に大学は留意をする必要がある。特に，
リクルーター制度を採用する企業が無くなったことにより，4年生と卒業生との繋がりは希薄
になっている。こうした中で，3年生と4年生の学び場の断絶は，モデルを見つけづらくさせ
ていると言えよう。

■役割２：リアリティーのある情報を与える役割

働くことに対する不安は，インターネットにおける静的な情報からでは払拭することが難し
い。なぜなら，インターネットにおける情報は企業からの情報においては，企業側の思惑によ
り良い面だけしか学生に伝えていなく，イメージすることが難しいからだ。
こうした中で，理想的なイメージをインターネットからの情報などに頼って形成すると，入
社後に大きなリアリティーショックに陥るケースが少なくない。リアリティーショックとは，
理想や期待と現実のギャップから生じる，現実に対するショック反応であり，期待外れで望ん
でいないことに対する人間の社会的，身体的，情緒的なものを含む総合的な反応である。ショ
ックが大きい場合，厳しい就職戦線をくぐり抜けても早期離職といった行動に結びついてしま
う。
こうした状況に憂慮し，自社にあった人材を獲得しようという意識のある企業においては，
リアリスティック・ジョブ・プレビュー（RJP）といった採用方針を取り入れ始めている。
RJPとは，本音ベースの採用活動とでもいうものであり，悪い面も含め等身大の情報を学生に
伝えていこうとするものである。実際には，入社説明やホームページに，現場で働く社員の生
の声を掲載したり，直接の対話の機会を設けたりすることにより，過度なイメージを補正し，
働く現実的なイメージを学生に持ってもらうことにより，リアリティーショックを軽減させよ
うと現実感を持ってもらおうとするものである。
卒業生は，企業の採用戦略にかかわらず，働く現場の生の情報をフラットに学生に伝えるこ
とが出来る。これにより学生の期待値を調整し，働くことに対する現実感を醸成する事が可能
となる。また，実際の社会，企業の動向，学校にいるだけでは分からない企業の仕組みという
ものを学生に伝えるという役割も期待出来る。
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■役割３：自己認識の枠を広げてくれる役割

自分自身が何に強みがあるのか，何に向いているのかといったことは，自分一人で考えてい
てもなかなか見えてくるものではない。インターネットは，インタラクティブな情報源ではな
く，自分自身に対してフィードバックが返ってくるわけではない。
自己認識を深める上では，自分と異なる他人との密な交流とフィードバックが重要や役割を
果たす。ジョー・ルフト，ハリー・イングラムが発案したジョハリの窓というものがある。自
分も他人も，よく知っている「公開された窓」，自分だけが知っていて，他人には知られてい
ない「隠された窓」，自分では気づいていないけれど，他人には知られている「盲目の窓」，自
分も他人も知らない「未知の窓」の4つである。
自己認識を深め共同体で円滑に活躍していくためには，自分自身が知っていて他人に開かれ
ていない隠された窓を他人にも開示すると同時に，他人から見えている「盲目の窓」を知る機
会を持つことが，自己に対する認識を広げることに繋がる。
特に社会人は，働くという観点において盲目の窓を広げてくれる存在になりうる。社会に出
て働くという状況をふまえた上で，これまで自己が意識してこなかった新たな一面を卒業生は
気がつかせ，思いこみによる仕事と自分との乖離を率直に指摘してくれる存在なろう。

Ⅵ．おわりに
キャリア教育に取り組む大学が昨今増加している。これは，企業の変化に対して，学問的な
真理の探究を行っているだけでは，人間力，基礎力を求める企業とのミスマッチから就業率の
低下を招き，ひいては少子化による大学全入時代を迎える中において大学の存在意義，競争力
の低下を引き起こしかねないという大学の課題意識にもとづく取り組みである。
学習院大学は，伝統に支えられた独自のブランド力を誇り，入学者を獲得する入口戦略にお
いては成功を収めていると考えられる。だが，就職といった出口の戦略においては，取り組み
の余地がまだ多く残されていると考えられる。
筆者は，1992年の4年在学時における学習院大学への提言において，企業が求める人材像の
観点で学習院が国立大学を含め総合順位では高位置にあるものの（平成4年　ダイヤモンド社
役に立つ大学ランク16位），個別要素で見た場合，個性のある学生などの点で企業からの評価
が低く（40位台），今後企業からの評価が落ちていく可能性と社会が求める人材を育成する観
点で，授業をマス型から少人数形式に転換していくことの必要性を訴えた。
果たして，毎年ダイヤモンド社が発表している企業の人事部から見た役に立つ大学ランクで
は，順位毎年は凋落し，1999年　46位，2000年，53位，2001年　56位をマークして以降圏外
となっている。入試偏差値では，MARCH（明治，青山，立教，中央，法政）に肩を並べてい
るものの，就職偏差値では後塵を拝し，成蹊，甲南大学よりも下位の就職偏差値となってい
る。
上場企業における役員・管理職数ランキングでも 85年　24位を最高として，1990年26位，

1995年28位，2000年　36位，2005年　40位と年とともに順位を落としている。産業界からの
評価という点においては，入り口偏差値に比べてかなり低い位置にあり，かつ低下基調にある
といってもいいだろう。
学習院大学がこうした状況に対応して，資格の取得などを重視する社会人予備校として転換
していく事は，企業が求める人物像の観点から見てもあまり得策とは言えず，就職テクニック
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を教えるキャリア教育を単位に組み込んでいくようなキャリア教育偏重の時流に乗って取り組
むことにも疑問がある。
むしろ，高度の教養を育てる大学という基本方針に加え，少人数単位の授業などにおいて，

MBAの様に授業に対して望まれる姿勢をシラバスに詳細に記述するとともに，成績評価にお
いても授業に対する貢献度合いなどの項目を反映していく方が，社会が必要とする思考，行動
特性の涵養には有効である。
また，学習院大学は他大学に比べても愛校心を持つ卒業生の割合は高い。こうした中で，
様々な年代，業種で活躍する卒業生の力を活用して現役生の社会人への移行を図ることを支援
することを大学として取り組むことは，伝統の継承と母校へのロイヤリティを相互に向上させ
る意味においても非常に意義深い。加えて，今後少子化の時代を迎え，大学は若年の教育課程
の時期のためにあるだけにだけではなく，働くことによって生じる社会人の学習意欲を支えて
いくことにより，生き残りをかけて新たな存在意義を訴求する時期にさしかかっている。
立地においても利便性の高い学習院は，社会人に取っては絶好の環境であり，経営学などの
ビジネス科目を社会人に向けて提供するとともに，大学に回帰した社会人，卒業生を活用して
在校生のキャリア形成，社会人基礎力を養成することが考えられる。これにより，学習院大学
の社会に対する新たな価値訴求と卒業生も含めた輩出人材の活性化と評価向上が図られるだろ
う。
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パートⅡ 実践プログラムとその分析

田中良憲（日本能率協会コンサルティング　コンサルタント）

Ⅰ．はじめに
Ⅱ．ワークショップ実施背景
Ⅲ．ワークショップ実施にあたっての問題認識
Ⅳ．テーマ設定（目的とねらい）
Ⅴ．ワークショップの特徴と手順
Ⅵ．アウトプット／成果
Ⅶ．おわりに（今後の課題）

Ⅰ．はじめに
パートⅡではパートⅠ「環境の変化と必要とされる人材―卒業生からの提言」第Ⅴ章のコン
セプトをベースにした卒業生支援の実施事例を，その実施背景と2005年現在の就職活動の実
態を踏まえて紹介する。

2005年10月に「社会や企業の仕組みに対する，学生自身の理解と認識不足の気付きを得る」
ことを基本目的としてワークショップを開催した。ワークショップは企業を構成する業務機能
構成を特定の会社を想定しながらゼロベースで考えてもらうものであり，企業の仕組みについ
ての理解の度合いについて参加メンバーに気づいてもらうとともに，共同作業の難しさについ
て学んでもらうビジネスゲームとでもいうべき内容になっている。

Ⅱ．ワークショップ実施背景
近年の企業側採用形態の変化（大学OB主導による採用活動・所謂リクルーター制の減少・
廃止，人事部門主導による職種別採用や通年採用の実施，グループディスカッションやコンピ
テンシー面接といった行動力確認など）が大きく，卒業してから数年経つ卒業生の就職活動体
験や成功事例とのギャップが目立つようになってきた。もともと学習院大学は金融機関，総合
商社といった上場企業への就社傾向が高く，それら上場企業での採用方法の変化に対して卒業
生の直接的支援余地が少なくなってきたことがギャップの大きな原因である。
一方で現役学生は就社にあたっては高い潜在能力が測られるとともに，より高度な活動対応
が求められるようになってきた。現役学生からの「実践的な就職活動支援」ニーズが高まった
ことから，2003年7月に数人の現役学生に対してインタビューを行うことで基本ニーズを確認
した。結果，単なる業界・企業紹介といった既存のやり方を改め，講義形式に実践研修内容を
加えたワークショップを開催することとなった。2003年以降今回で3回目の開催となる。

Ⅲ．ワークショップ実施にあたっての問題認識
ワークショップ開催にあたって，まず2005年現在の採用側企業の採用形態や応募側学生の
実態を改めて定量的に確認した。さらに世間一般の実態と学習院大学現役学生の現状を確認し，
定量・定性の両面から考察した結果，以下の3つの問題認識を持った。
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①企業側人材要件に対する学生側の理解度が低い
2005年現在企業環境は大きく変化し，業界業種によって差異はあるが収支縮小均衡段階を
脱し，企業側は新しい成長段階に入ったと言って良いだろう。2007年問題という制約条件も
手伝って企業における人手不足感が高まっている。厚生労働省による労働経済動向調査（年４
回実施）によると，2005年8月の常用労働者が「不足」と答えた企業の割合から「過剰」を引
いた過不足判断指数はプラス16だった。2005年5月調査時から3ポイント上昇し不足超過幅が
拡大しており，1992年11月とほぼ同水準で，企業の好調な業績を反映し，バブル期に迫る人
手不足感を示している。（2005年9月1日発表内容）成長戦略の延長線として企業側の採用意
欲は明らかに高まっている。しかしながら企業側はこの人手不足に対応し得る新卒採用につい
てすぐに門戸を開放する姿勢はとっていない。

リクルート社の調査によると「仮に採用数が満たなくても求める人材レベルは下げない」と
している。（図10）2006年卒採用方針は2005年卒のそれと比較すると多少採用基準が緩和して
いる傾向は見受けられるが，態勢は大きく変わっていないと判断して良いだろう。この調査を
裏付けるかのように，先の厚生労働省の調査では，依然として派遣や請負など臨時的な雇用で
補う傾向が強いことがわかっている。1年前に比べ，派遣と請負の労働者が増加した企業は2

割に上り，減少した企業の1割を上回った。すなわち企業側では人手不足という認識でありな
がら，「求める人材要件水準」を下げてまで，かつての大量採用モデルは採らない姿勢をとっ
ている。
企業内で行われる繰り返し型作業が中心のオペレーション業務については，大学新卒市場に
代替し得る労働市場から労働力を確保して充当すればよいという企業側の姿勢が見受けられ
る。あえて高いコストを払って人材育成する，また雇用義務による固定費率増加といった財務
上のリスクを犯してまで大学新卒を採用する必要はないという企業側の事情が推測できる。そ
のため企業側はあえて「求める人材要件水準」を下げてまでも大学新卒は採用しない姿勢をと
っている。
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図10　新卒採用数が満たされない場合の対応（単一回答）�
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それでは企業側が求める人材要件とは何だろうか？先に例示したとおり，企業側が採用にお
いて重視するもの（図2）のトップに「行動力・実行力」が入っている。これは後天的な知識
力よりも先天的な行動力「実際に行動して成果を出せる人材」を求めているものと推測される。
「行動」とは既存ビジネスモデルやパターンに安住したものではなく，競争が激しい環境下で
創出し得る新しいビジネスモデルやパターンに対応し得る変革力や改善力そのものであり，人
材要件はこれまでの基準を超えたより高い水準だと考える。しかしながら各学生はそういった
企業側の要求水準について理解を深めない状態で就職活動を行っていることが次の図で読み取
れる。（図11）図は就職活動を開始した時点と選考段階に入った時点で，就職活動に対する認
識を「思ったとおり厳しい」「思ったよりも厳しい」と感じた学生の厳しいと感じた理由をあ
げている。「各学生は企業側の採用基準の高さに「就職活動は厳しい」と感じており，2004年
2005年比較ではそのポイントが大きく上がっている。

学生側は大学新卒市場における企業側のニーズを的確にキャッチし，それに対応すべきもの
と考える。現状ではそれに対応した活動ができていないため，学生側は就職活動に対して厳し
い感触を持っていると言って良いだろう。

②活動実態に対して学生側・企業側間の認識ギャップが埋まっていない
就職活動にあたって各学生は「自己分析」「業界研究」「企業研究」「仕事研究」と4つの視

点で研究探索を行うことになる。4つの視点について論理的且つ客観的にバランス良く研究す
ることが良い就職活動を実施するキーファクターとなるが，もっとも重要なことはそれらの研
究活動に対して企業側がどのように判断・評価するかである。
次の図は上記4つの視点に対する学生側の自己評価と企業側の評価をそれぞれ比較したもの
である。4つの視点はともに，学生の自己評価と企業側の評価には大きなギャップがある。ギ
ャップが発生していること自体が問題なのだが，その中でも特に「仕事研究」においてそれが
大きいことがわかる。「仕事研究について十分／どちらかというと十分」領域においては学生
側と企業側では24.8ポイントも差があり，また「足りない／どちらかというと足りない」領域
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においても8ポイントの差がある。
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図12　学生の自己評価と企業の学生評価（単一回答）�
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企業側が仕事研究に対して大きなギャップ認識をもっていることは，企業側の採用方法から
の影響が大きいと考える。次の図は企業側が検討実施した採用方式となる。（図13）

企業側の採用方法はかつて主流を占めた「コース別採用」を抜いて「職種別採用」トップと
なっている（なおリクルート社『就職白書2003』によると，コース別採用にて募集する職種
でもっとも多いものが営業職，次いで開発研究職，事務職の順となっている）。この事実によ
り企業側の過去行われていたジョブローテーション・配置転換をベースとした育成から，専門
的育成による早期戦力化を図る意向が伺える。
企業側は募集・採用段階から，募集者の職に対する探求度合いを確認することで，応募意思
や適性を判断する必要性が生じてきたため，「仕事研究」の視点について重点的に確認する可
能性がある。そのため応募側各学生に対して「仕事研究に対する深堀が足りない」との認識を
持っていると推測される。
応募側学生も就職活動にあたって「具体的な仕事内容」をより正確に情報収集しようという
傾向が高い。次の図は学生側が強く知りたいと思っていた上位5項目を抜粋したものである。
（図14）この中で「具体的な仕事内容」がトップとなっており，企業側の職種別採用に対応し
ようとする学生側の意図がみてとれる。
これらのうち，「具体的な仕事内容」「配属予定職種」「企業が求めている具体的な能力・人

物像」は知りたいと思っていた学生の6割～7割が「知ることができた」としている。しかし
ながら少なくとも「具体的な仕事内容」については，企業側は「まだまだ研究が足りない」と
みており（図12），ここでも企業側と学生側のギャップが大きいことがわかる。
そこで学生側の職種に関する情報収集方法や精度そのものに問題があり，改善する余地が大
きいという仮説がたてられる。この仮説が今回のワークショップのテーマ設定のきっかけの一
つとなっている。
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図13　実施している採用方法（複数回答）�
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③学習院大学現役学生の就職活動における競争力低下の可能性が高い
上記二つの現状認識に加え，今回受講対象者となった湯沢ゼミ現役学生に対して事前アンケ
ートを行った。アンケート対象はこれから2007年卒業予定であり，2005年～2006年にかけて
就職活動を行う3年生12名が対象である。母集団が少ないため，今回の結果が学習院大学全体
の実態ととらえることは難しいが，傾向の一つとしてとらえることはできるであろう。
アンケート項目は大きく3つに構成されている。一つは「就職活動における志望状況につい

て」，一つは「就職活動における情報収集方法で重視するもの」，一つは「就職活動対策として
検討しているもの」である。
まず一つ目「就職活動における志望状況について」だが，結果は次の図のとおりである。

（図15）

「志望，志望企業」については半分以上の学生がすでに具体的に絞り込んでいるのに対し，
具体的な「志望職種」については12名中3名の学生だけが絞り込んでおり，ギャップがあるこ
とが特徴といえる。これは「志望業界，志望業種についてはある種のある憧れはあるが，その
企業で自分は何がしたいか，何ができるかは表明できない」ということを示す。企業側の採用
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方法のベースが「職種別採用」となりつつある現実から考えると，企業側の実態と今回のサン
プル結果には大きな差がある。
次に「就職活動における情報収集方法で重視するもの」についてだが，結果は次の図のとお
りである。（図16）これは現役学生が志望する企業情報や職種そのものについて，どのような
手段を重視して情報収集しているかを確認するためであった。
就職活動支援サイトや企業ホームページなど，Webサイトを活用した情報収集から，企業に

勤務する社会人の知人・友人や大学OBに対しての情報収集まで，バーチャル・リアル両面の
情報チャネルを活用して効率的に情報収集しようとする姿勢が見て取れた。
一方で「もっとも重視するもの」として上位にあがったものは「就職活動支援サイト」「企

業ホームページ」であった。特徴的なことは現役学生が「就職部」を重視していないことであ
る。これは情報チャネルとしての「大学OB」の情報収集優先度を下げる原因ともなりえる。
OBに対して情報収集を行う具体的な行動を起こすきっかけを作るため，就職部は大学OBの
企業就職状況を伝えるデータベース機能を担っている。その「データベース」を活用しなけれ
ば，現役学生はOBを通して企業や職種の実態を想定することは難しいだろう。
現役学生がWebサイト情報を重視することは，効率面を重視した選択といえる。しかしこ
の結果は危惧すべき事態と考える。Webサイト情報はオープンな情報であって，どこの大学の
学生，誰でも簡単に情報収集できるものである。決して就職活動を有利に進める情報ではなく，
最低限知っておくべき一般情報である。先んじた情報収集はWebサイト，特に現役学生がも
っとも重視している「就職活動支援サイト」ではできない。志望企業や職種についてページに
記述されている表層的な面だけをみて，安易に「実態把握をした」と結論を下す可能性も高い。
図12で示した「企業側と学生側のギャップ」現在の傾向が大きな原因とも考えられる。

最後に「就職活動対策として検討しているもの」についての結果は次の通りである。（図17）
すでに「何らかの検討を図っている，あるいは検討中」の学生が半分を占めるのに対して「ま
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図16　就職活動情報収集において重視するもの�

0 2 4 6 8 10 12

①就職サイト�

②企業HP

③他専門誌サイト�

⑤外部団体主催セミナー�

⑥就職部�

⑦知人，友人�

⑧大学OB

⑨その他�

④就職情報誌�

もっとも重視�
重視�



だ検討していない，対策そのものがわからない」学生が半分を占める。企業側が採用において
重視するもののトップが「行動力・実行力」であることを考えれば，この結果はやや心もとな
いものと考えるべきであろう。
もっとも危惧しなければならない点は，こういった非積極性から派生する対策の遅れが他大
学との競合（グループディスカションや集団面接）の場において「引けをとってしまう」結果
になる可能性がある。

以上3つのアンケート結果から，就職活動における学習院大学現役学生の競争力が低下し得
るとの仮説を持った。特に職種が定まらないことによる「職種別採用」対応への遅れの可能性
や，Webサイト中心の情報収集といったスタンスについて，現役学生は採用企業側に対して好
印象を与えにくいものと判断し，大きな改善余地があると考えた。

Ⅳ．テーマ設定（目的とねらい）
ワークショップにおいては，上記の現状確認を踏まえ，実施テーマを「職種とは何か？業界
軸とプロセス軸で真剣に考える」とした。特に検討が弱いと判断した「職種」を対象に検討の
場を置いている。特に業界・企業軸での研究や，採用対策といったテクニカルな面は追わず，
「今後自分が従事するであろう，『職』をどうとらえ，理解するか」に重点を置いた。
実施形式については，特に就職活動に対する大学講義のような「座学の講義形式」はあまり
とっていない。特に就職活動対策の位置付けで，グループディスカッションを取り入れている。
個人ワーク並びにチームを組んでのグループディスカッション，時間を制約したうえでのアウ
トプット作成を行うことで，参加メンバーの思考を活性化させることにした。
最終的には研修終了時には参加メンバー一人一人が「自分の課題，すなわち就きたい職と自
分の能力のギャップ」を想起できることをねらいとしている。

Ⅴ．ワークショップの特徴と手順
本ワークショップは以下の3つの点について留意し，構成されている。

（1）企業のビジネスプロセスとPDCAサイクルの理解

まず企業の活動サイクルと業務の関連性を理解するため，ビジネスプロセス発想で事業運営
の仕組みを講義している。本ワークショップでは職種の存在と，職種に対する深堀の必要性を
認識させることが大きなねらいであり，いきなり「個別の仕事／業務」というディテイルを断
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図17　就職活動対策の検討段階�
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片的に見るのではなく，先ずそれら個別業務が会社の中でどういう位置付けで，またどういう
ミッションをもって活動しているかを理解してもらえるように講義した。
またそれぞれの機能・職務について，それぞれ「計画」「実施」「チェック」「是正」所謂

「PDCA（plan, do, check, act）サイクル」を回しながら業務が遂行されていることについても講
義した。またこれはそれぞれの機能，職務というものは単一で存在するのではなく，どれも必
ず計画（企画）があって始めて実行されることを理解してもらうためである。今回アンケート
の折，現役学生に対して希望職種も確認したところ，「企画」という職種を希望している現役
学生が多くいた。この企画という職種はそれぞれの機能において計画機能を果たす職種といえ
よう。具体的には事業管理機能においては「事業企画」，営業機能においては「営業企画」，開
発機能においては「商品企画」といった職種がこれにあたる。
具体的には企業の事業運営にあたって必要な機能や流れ（基本プロセス）について説明した
うえで，それら機能を果たす個別業務について個人ワーク／グループディスカッションを進め
た。（図18）

（2）個人ワーク／グループワーク組み合わせによるメンバー間コミュニケーション

演習については個人ワーク，グループワークと時間帯を分け，ディスカッションは発散と収
縮が連続して行われるように留意している。生産性の低い会議は会議の目的やアウトプットが
決められないまま，いきなりタイムスケジュール無しで会議が進行していくことが多い。この
事象は一般事業会社における会議の場でも日常起きていることだ。生産性の高いディスカッシ
ョンが実現できるように，作業検討時間については全て厳密に制限を設け，時間内にまとめる
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ように参加メンバーに促している。
グループワーク並びにグループディスカッションにあたって，3チームに分け，それぞれグ
ループリーダーを設定し，議事進行を委任した。これはグループリーダーに議事進行過程で取
り組むべきミニテーマに対して「どれほどの作業時間を設定するか，どれほどのまとめ時間を
設定するか」さらに「どういった役割分担にするのが効率的に進むか」を認識してもらうとい
う狙いがある。また一方で検討メンバーには，議事進行にあたって「自分たちの果たすべき役
割」「リーダーを補佐するタイミング」を認識させるねらいもある。これらの時間制限と役割
分担のもとで議論することにより「他メンバーに対していかに効率良く且つ正確に意図や情報
を伝えるか」を参加メンバーに思考させた。

（3）制約条件と議論定石KJ法をベースとしたアウトプット作成

グループワークまとめについては作業検討時間に対する制限に加えて，検討項目のまとめ方
についても制限を設けている。相手に自分の考え方を正確に伝えるため，あえて書き方に制約
を加えたカードを用意し，この書式に従って職種を参加メンバーに想定させている。（図19）
共通の記述ルールと制約を設けることで「いかに相手に伝えるように記述することが難しいか」
を認識してもらうとともに，図19のように「仕事の対象と目的」をはっきりさせる作業をそ
れぞれ行い，ワークショップのねらいである職種を想定するように個人ワークの時間を当てて
いる。

また検討のまとめ方として「KJ法」を用いて，具体的に手で書き，意見収集し，ディスカ
ッションを推進している。「KJ法」とは文化人類学者川喜田二郎氏が考案した創造性開発の技
法で，川喜田氏の頭文字をとり名付けられている発想方法の一つである。ブレーン・ストーミ
ングなどで出されたアイデアや意見，または各種の情報を1枚毎に小さなカードに書き込み，
それらのカードをグループに組み立てて図解していく。こうした作業の中から，テーマの解決
に役立つヒントやひらめきを生み出す。（図20）
ステップ1においてブレーン・ストーミングなどの強制発想方法を用いて意見を収集する。

今回は意見を記述する媒体として前述のカード（図19）を使用し，参加メンバーに手書きで
まとめさせた。最近はパソコンの浸透により手を使って情報をまとめる機会が減っているため，
実際に書かせるとルールどおりに表現できないことが多い。
次にステップ2において類似しているカードをグループ化し，あるいはグループ化できない

特殊のカードを認識する。今回は模造紙にカードを並べさせ，具体的にカードをグループ化さ
せている。こういった作業は大学においても企業においてもあまりみられないが，具体的に手
を動かしながら検討することで，カードに書かれた情報が鳥瞰できる点，参加メンバーに即時
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図19　制約を設けた記述カードと書き方例�
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に情報が共有化される点で，ディスカッションには非常に有益だと認識している。
ステップ3においてグループ化したものについて「表札」をつける。表札をつけるとは「要
するにこのグループを一言で言うと」表現できる言葉を設定することに他ならない。今回は参
加メンバーが想定したカードをもとに，企業内のそれぞれの機能に位置付く職種を一言で示す
ように指示している。この作業で「それぞれの職種が企業の機能のどこに位置付くのか」「そ
れぞれの職種が何を対象にどのような目的で業務遂行されているのか」を参加メンバー間で共
有化させている。
最後にステップ4として，グループ化した内容詳細と表札をベースに1枚に文章化すること

でまとめを終える。今回のワークショップでは文章化についてはグループでは実施せず，個人
の取り組み課題をまとめるかたちでディスカッションを終了させている。

次にワークショップの具体的な手順時間配分を掲載しておく。留意点で述べたように各作業
においては全て時間制限を行動するように参加メンバーに求めている。

-0. 会社の機能・プロセス分担とプロセスマッピング事例について＜30分間講義＞
-1. 各チームに分かれ，チーム内で自分たちの役割を決める。＜3分以内＞
-2. それぞれ自分が志望している（あるいは何となく思いつく）業界，業種，企業の職種“す
べて”と，その役割を想定する。＜15分間，一人5職種以上を目標とする＞
-3. 皆でカードを出し合ってグルーピングする。視点として，事業管理系・直接機能系・間接
機能系さらにその中で似たような職種をまとめる。まとめ方のヒントとして以下を参考にする
こと。＜20分間＞
・一人目が自分の手持ちカードを読み上げる。
・似たようなカードを持っている人は1番目の人が読み終わったタイミングで挙手し，自分の
カードを読み上げ，グループ化の対象となるものか，皆でその場で判断する。
・その場で迷うものは後回しにして，次のカードを読み上げる。
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・最後に後回しにしたカードを再検討する。
-4. カードを集約し，それぞれ模造紙に縦に並べ，より良いまとめを皆で相談してカードに書
く。（まとめ内容：職種名のまとめ，その役割のまとめ）＜20分間＞
-5. 事業管理系・直接機能系・間接機能系に分け，それぞれの職種を並べてはりつける。＜5

分間＞
-6. 検討結果を踏まえた個人の職種に対する理解と今後の検討課題まとめ＜20分間＞

Ⅵ．アウトプット／成果
今回のワークショップは検討結果としてのアウトプット／成果を求めてはいない。何故なら
ば，検討プロセスを経ることで「職種について想起する」あるいは「リーダーとして，メンバ
ーとしてグループディスカッションを進めていくことの難しさを体感する」ことに目的とねら
いを置いているからである。
したがって今回のアウトプット／成果としては，ワークショップ受講アンケート結果（図

21・22）と現役学生参加メンバーの感想を何点かあげておく。なお，今回の研修参加者2年生
15名3年生8名の計23名で，アンケート有効回答数は合計で16名であった。
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図21　参加メンバーアンケート結果（-1. 受講感想）�
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なお，参加メンバーの感想として，「いろいろ知らないことがわかったし，制限のある中グ
ループで考えることができてよかった」（3年生男子）「自分の希望職種を絞ることができた」
（3年生女子）「自分のリーダーシップのなさを思い知らされた」（3年生男性）「本来事務職と
いう職種はないということや，企画といっても見方によってはいろいろな分類があることがわ
かった。」（2年生女性）「これから先をムダにしないようにしなくてはと気付いた。就職につ
いて少し不安が和らいだ」（2年生女性）「自分が今何をすべきか少しわかった。チームワーキ
ングを体験できて良かった」（2年生女性）「資格よりもコミュニケーション能力が重要だとわ
かった」（2年生女子）などがあった。当初のこちらの狙いやメッセージが学生に伝わったよ
うに思われる。

Ⅶ．おわりに（今後の課題）
今回のワークショップ実施により以下の点について課題を認識することができた。今後はこ
れら課題に対応し得るワークショップを企画し，実行していきたい。

①役割分担を意識したグループディスカッションをすすめていく能力向上
グループディスカッションは具体的な就職活動の採用段階において初めて対応するものでは
ない。何らかの役割を決め，物事を議論し，結論を出す行為は大学生活，社会生活を問わず自
分で主催する，あるいは参加するなど日常生活において何らかの形で発生するからだ。今回の
ワークショップを通じ，現役学生が日々いかに議論をする機会が少なくなっているかが伺えた。
例えばリーダーとしてのリーディング能力（ディスカッション工程の組み立てとマイルストー
ンの設定，メンバー分担の割り当て，アイデアが出ないメンバーの動機付けと積極参加促進，
議論の本筋と異なったときの即時是正など）など，高い評価を与えることはできなかった。
また参加メンバーも個人作業に一度入ると，まとめのタイミングを見計らう，あるいは他人
の意見を聞きながら再度まとめ直そうとする行為が見られず，「個人の世界」に入り込む傾向
があった。この点から高いコミュニケーション能力発揮は伺えなかった。
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図22　参加メンバーアンケート結果（-2. 難易度）�
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②決められた条件に従ったアウトプットを発想する能力の向上
ディスカッションを進めていくルールとして表現制約や時間制約を設けたが，その制約への
対応能力が非常に低い傾向が伺えた。例えば時間が足りない場合の代替案あるいは粘り強く考
察するといった習慣に欠けると認識した。
これはグループディスカッションでの課題認識と同様，日常生活でそういった制約条件の中
で物事を考える，進める機会が減っていることに起因していると推測される。制約のない状態
で相手に何かを伝え，共同作業で物事を組み立てる機会は本来極めて少ない。
これらについては現役学生側だけの課題認識ではない。①における課題もあわせて，課題を
克服し得るカリキュラムの充実化など，大学側でも何らかの手が打てるものと認識している。
しかもそれは就職活動支援を目的としたキャリア教育の視点ではない。ディスカッション活性
化をトリガーとした演習授業の充実や，精度の高い研究成果など，本質的なものを期待したい。
こういったカリキュラムの取り組みは他大学で本格的に取り入れたケースは少なく学習院大学
にとっても大きな強みになるものと考える。

③経営学をベースとした職種に対する理解度向上
今回事前アンケートの実施により，ある程度の現役学生の水準を想定したうえでワークショ
ップを実施したが，ディスカッションが進行するにつれて，現役学生の職種に対する理解度が
極めて低いと改めて認識させられた。
例えば志望職種で毎年上位を占める「企画」という職種についてその傾向が伺えた。本来

「事業企画」「営業企画」「商品企画」といった機能領域においてプランニングする職種として
分けてとらえるべきだが，参加メンバーは皆混在してとらえていた。以下の図は応募側学生を
志望する職種の推移を示した図である。（図23）志望職種として「営業企画，営業部門」「商
品企画・開発・設計部門」が向上していることがわかるが，アンケートに答えた学生はどこま
で「企画」という職種を理解したうえで答えたか極めて疑問が残る。
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図23　志望の職種３年間推移�

資料出所：毎日コミュニケーションズ　2005年度大学生の就職意識調査から作成�
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何より問題だと感じたのが今回の参加者が経営学を専攻している現役学生ということだ。経
営学における専門領域について研究活動を進めると同時に，企業運営と事業運営の仕組みにつ
いて基本を洗い直すことが何よりも肝要ではないかと感じた。
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